
岡谷労働基準監督署
安全衛生課

令和４年度
全国労働衛生週間の実施について
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令和４年度 全国労働衛生週間実施要綱

本週間︓10月１日から10月７日まで
準備期間︓9月１日から9月30日まで

スローガン︓
あなたの健康があってこそ

笑顔があふれる健康職場
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労働衛生分野の課題等
1. 過労死等事案の労災認定件数は、令和３年度には801
件となっており、また、仕事や職業生活に関する強い
不安、悩み又はストレスを感じる労働者は、依然とし
て半数を超えている。

2. 新型コロナウイルス感染症のり患による休業４日以上
の労働災害は、令和３年には19,000人以上発生して
いる。

3. 人生100年時代に向けて高年齢労働者が安心して安全
に働ける職場環境づくりを推進していくため、高年齢
労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイ
ジフレンドリーガイドライン）を策定し、対策を推進
しているが、増加傾向にある転倒・腰痛災害の予防の
ためには、若年期からの健康づくり等の取組も重要で
ある。
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労働衛生分野の課題等
4. 日本の労働人口の約３人に１人が何らかの疾病を抱え
ながら働いている中で、職場において、病気を抱えた
労働者の治療と仕事の両立への支援の必要性が高まっ
ている。

5. 化学物質による休業４日以上の労働災害のうち、労働
安全衛生法令による規制の対象となっていない物質を
起因とするものが全体の８割を占めている。オルト－
トルイジン等による膀胱がん事案など、重大な遅発性
の職業性疾病も後を絶たない状況にある。

6. 職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による
中皮腫・肺がんを中心に年間約1,000人にも及んでお
り、石綿含有建材を用いて建設された建築物が今なお
多数現存し、その解体工事が2030年頃をピークとし
て、増加が見込まれる中、解体・改修前に義務づけら
れている石綿の有無に関する事前調査や石綿の発散防
止措置が適切に行われていない事例が散見される。



岡谷労働基準監督署管内における
業務上疾病による労働災害（休業４日以上）の推移
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全国労働衛生週間及び準備期間中に実施する事項
（本週間）

1. 事業者又は総括安全衛生管理者による職場巡視
2. 労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示
3. 労働衛生に関する優良職場、功績者等の表彰
4. 有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等緊
急時の災害を想定した実地訓練等の実施

5. 労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、作文・
写真・標語等の掲示、その他労働衛生の意識高揚の
ための行事等の実施

6



7

準備期間中に実施する事項
重点事項
1. 過重労働による健康障害防止のための総合対策
に関する事項

2. 「労働者の心の健康の保持増進のための指針」
等に基づくメンタルヘルス対策の推進に関する
事項

3. 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた
取組の推進に関する事項

4. 転倒・腰痛災害の予防及び「高年齢労働者の安
全と健康確保のためのガイドライン」に基づく
健康づくりの推進に関する事項

5. 化学物質による健康障害防止対策に関する事項



準備期間中に実施する事項
重点事項（続）
6. 石綿による健康障害防止対策に関する事項
7. 「職場における受動喫煙防止のためのガイドライ
ン」に基づく受動喫煙防止対策に関する事項

8. 「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガ
イドライン」に基づく治療と仕事の両立支援対策の
推進に関する事項

9. 「職場における腰痛予防対策指針」に基づく腰痛の
予防対策の推進に関する事項

10.「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」に
基づく熱中症予防対策の推進に関する事項

11.「テレワークの適切な導入及び実施の推進のため
のガイドライン」に基づく労働者の作業環境、健康
確保等の推進に関する事項
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準備期間中に実施する事項
労働衛生３管理の推進等（抄）
1. 労働衛生管理体制の確立とリスクアセスメント
を含む労働安全衛生マネジメントシステムの確
立をはじめとした労働衛生管理活動の活性化に
関する事項

2. 作業環境管理の推進に関する事項
3. 作業管理の推進に関する事項
4. 「職場の健康診断実施強化月間」（９月１日～
９月30日）を契機とした健康管理の推進に関す
る事項

5. 労働衛生教育の推進に関する事項
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準備期間中に実施する事項
作業の特性に応じた事項
1. 粉じん障害防止対策の徹底に関する事項
2. 電離放射線障害防止対策の徹底に関する事項
3. 「騒音障害防止のためのガイドライン」に基づ
く騒音障害防止対策の徹底に関する事項

4. 「振動障害総合対策要綱」に基づく振動障害防
止対策の徹底に関する事項

5. 「情報機器作業における労働衛生管理のための
ガイドライン」に基づく情報機器作業における
労働衛生管理対策の推進に関する事項

6. 酸素欠乏症等の防止対策の推進に関する事項
7. 建設業、食料品製造業等における一酸化炭素中
毒防止のための換気等に関する事項
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腰痛予防対策
職場で腰痛を予防するには、労働衛生管理体制を整備した上で、作業・

作業環境・健康の３つの管理と労働衛生についての教育を総合的・継続的
に実施することが重要です。

リスクアセスメントの考え方を導入して、腰痛予防対策の推進を図るこ
とも有効です。
リスクアセスメントは、それぞれの作業内容に応じて、腰痛の発生につ

ながる要因を見つけ出し、想定される腰部への負荷の程度、作業頻度など
からその作業のリスクの大きさを評価し、リスクの大きなものから対策を
検討して実施する手法です。

労働衛生教育

作業
管理

労働衛生管理体制

作業
環境
管理
健康
管理
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作業管理
■自動化、省力化
腰に負担がかかる重量物を取り扱う作業、不自然な姿勢を伴う作業で
は、機械による作業の自動化・作業者の負担を減らす省力化を行う。

■作業姿勢、動作
作業対象にできるだけ身体を近づけて作業する。不自然な姿勢を取らざ
るをえない場合は、前屈やひねりなど、その姿勢の程度をなるべく小さく
し、頻度と時間を減らす。

■作業の実施体制
作業時間、作業量などを設定する際は、作業をする人数、内容、時間、
重量、自動化・省力化の状況などを検討する。腰に過度の負担がかかる作
業は、無理に１人ではさせない。

〇好ましい姿勢 ×好ましくない姿勢
〇好ましい姿勢 ×好ましくない姿勢



13

作業管理（続）
■作業標準の策定
作業の姿勢、動作、手順、時間などについて、作業標準を策定
する。作業標準は、作業者の特性・技能レベルなどを考慮して
定期的に確認する。また、新しい機器・設備を導入したときに
も、その都度、見直すようにする。
■休憩・作業量、作業の組合せ
適宜、休憩時間を設け、姿勢を変えるようにする。夜勤や交代
制勤務、不規則な勤務については、昼間の作業量を下回るよう
配慮し、適宜、休憩や仮眠が取れるようにする。過労を引き起
こすような長時間勤務は避ける。
■靴、服装など
作業時の靴は、足に合ったものを使用する。作業服は、適切な
姿勢や動作を妨げることのないよう伸縮性のあるものを使用す
る。腰部保護ベルトは、個人ごとに効果を確認した上で、使用
するかどうか判断する。
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作業環境管理
■温度
寒い場所での作業は、腰痛を悪化、または発生させやす
くするので、適切な温度を保つ。
■照明、作業床面、作業空間や設備の配置
作業場所などで、足もとや周囲の安全が確認できるよう
に適切な照度を保つ。転倒、つまずきや滑りなどを防止す
るため、凹凸や段差がなく、滑りにくい床面にする。作業
や動作に支障をきたさないよう、十分な作業空間を確保す
るとともに、適切な機器配置にする。
■振動
車両系建設機械の操作・運転などによる腰や全身への激しい振
動、車両運転などによる長 時間にわたっての振動を受ける場合
は、座席の改善・改良などにより、振動の軽減を図る。
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健康管理
■健康診断
腰に著しい負担がかかる作業に、常時、従事させる場合は、その作業
に配置する際に、医師による腰痛の健康診断を実施する。その後は、
６カ月以内に１回、実施する。

■腰痛予防体操
ストレッチを中心とした腰痛予防体操を実施させる。

■腰痛による休職者が職場に復帰する際の注意事項
腰痛は再発する可能性が高いので、産業医などの意見を聴き、必要な
措置をとる。
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〇 ×
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転倒・腰痛予防「いきいき健康体操」
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労働衛生教育等
重量物の取り扱い作業、同一姿勢での長時間作業、不自然な姿勢を伴う

作業、介護・看護 作業、車両運転作業などに従事する作業者に対しては、
その作業に配置する際やその後、 必要に応じて、腰痛予防のための労働衛
生教育を実施する。
■教育内容
腰痛の発生状況、原因（腰痛が発生している作業内容・環境、原因など）
腰痛発生要因の特定、リスクの見積もり（チェックリストの作成、活用方法な
ど）
腰痛発生要因の低減措置（発生要因の回避、軽減を図るための対策）
腰痛予防体操（職場でできるストレッチの仕方など）

■心理・社会的要因に関する留意点
上司や同僚のサポート、腰痛で休むことを受け入れる環境づくり、相談窓口
の設置など、組織的な取り組みを行う。

■健康の保持増進のための措置
腰痛予防には日頃からの健康管理も重要。十分な睡眠、禁煙、入浴による保
温、自宅でのストレッチ、負担にならない程度の運動、バランスのとれた食
事、休日を利用した疲労回復・気分転換などが有効。



御視聴
ありがとうございました
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まだまだ、
熱中症には
ごチューイ
ください！！


